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提出会社の経営指標等 

(注)1.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

3.自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

4.株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

5.配当性向については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

6.従業員数には、嘱託及びパートは含まれておりません。 

7.持分法を適用した場合の投資利益については、第34期までは、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記

載しておりません。また、平成22年６月にて、当社が所有する関連会社株式をすべて売却しております。 

8.第35期の持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はありません。 

9.平成21年６月1日付けにて株式会社図研の SoC事業部が行う事業を会社分割により承継しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (千円)  1,733,709  1,639,728  1,216,806  1,025,041  1,498,667

経常利益または   
経常損失（△） 

(千円)  △145,878  △259,617  △540,345  △448,552  34,219

当期純損失 (千円)  58,384  437,995  610,321  540,000  52,730

持分法を適用した場合
の投資利益 

(千円)  －  －  －  －  －

資本金 (千円)  1,202,036  1,202,036  1,202,036  1,202,036  1,202,036

発行済株式総数 (千株)  5,404  5,404  6,284  6,284  6,284

純資産額 (千円)  2,131,183  1,643,051  1,220,826  745,356  690,641

総資産額 (千円)  2,413,277  1,933,456  1,476,963  1,066,554  1,037,148

１株当たり純資産額 （円）  406.91  313.71  194.25  118.59  109.89

１株当たり配当額 

（うち１株当たり
中間配当額） 

（円） 
 

 

7.50

(－)

 

 

0.00

(－)

 

 

0.00

(－)

 

 

0.00

(－)

 

 

0.00

(－)

１株当たり当期純損失 （円）  11.15  83.63  99.89  85.92  8.39

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  88.3  85.0  82.7  69.9  66.6

自己資本利益率 （％）  －  －  －  －  －

株価収益率 （倍）  －  －  －  －  －

配当性向 （％）  －  －  －  －  －

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円)  193,605  △120,542  △344,651  △439,251  △19,369

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円)  51,837  △280,286  △163,037  501,143  85,209

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円)  △52,391  △39,286  △139  △47  －

現金及び現金同等物の
期末残高 

(千円)  1,158,947  718,764  210,756  272,260  338,067

従業員数 （人）  133  135  121  108  83
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２【沿革】

年月 事項

昭和52年４月 マイクロコンピュータのソフトウェア開発を目的として、横浜市鶴見区東寺尾中台に、資本金４

百万円にて株式会社エルミックシステムを設立。 

昭和52年９月 バンキングオンラインシステムの受託（株式会社岩手銀行）。 

昭和53年12月 本社を横浜市中区翁町に移転。 

昭和58年４月 通信コントローラ「EL-ICS」シリーズ（「MTB」シリーズ）製造販売開始。 

昭和58年５月 ソフトウェア「ELX」シリーズ（同時並行処理リアルタイムマルチタスク処理）販売開始。 

昭和58年９月 本社を横浜市中区尾上町に移転。 

昭和58年12月 「ELX」シリーズに対し、情報処理振興事業協会より租税特別措置法に基づく優遇処置を受ける。 

昭和59年５月 大阪市西区北堀江に大阪営業所を開設。 

昭和59年６月 事務機製造会社向け、パソコン用ボード量産を開始。 

昭和60年10月 NTT高速通信網DDX-P用通信装置「EL-PAD/PC」製造販売開始。 

昭和61年５月 通信コントローラ「MTB」シリーズ製造販売開始。 

昭和61年８月 パソコン内蔵型通信制御ボード「PC-COM」シリーズ販売開始。 

昭和62年２月 本社を横浜市中区弁天通へ移転。 

昭和63年４月 各種機能を搭載したパソコン内蔵型ボードの多様化開始。 

平成２年８月 デジタル通信用ボード及びソフトウェア販売開始（ISDN網用）。 

平成２年12月 PC-9800シリーズ用のISDNインターフェイス「PC-INS/V50」販売開始。 

平成３年３月 ゴルフ場省力化システム「CASP」開発完了。 

平成４年10月 ゴルフ場省力化システム「CASP」第一号を霞ヶ関カントリークラブに納入。 

平成５年11月 LAN-WAN（広域ネットワーク）接続用ボード「mp-ins」販売開始。 

平成６年２月 子会社イオス株式会社を設立。 

平成７年５月 100％子会社イオス株式会社を経営効率化のため合併し、東京事業所を開設。 

平成７年９月 半導体製造装置向け通信ソフト「GEM」販売開始。 

平成７年11月 Windows対応ISDNボード販売開始。 

平成８年８月 川崎市川崎区日進町に川崎技術センターを設置。 

平成８年11月 「Fusion TCP」販売開始。 

平成８年12月 マイクロソフト社の「Get ISDN」取得、Windows95対応「Surf 2 Surf EX」販売開始。 

平成９年２月 米国現地法人ELMIC SYSTEMS OF AMERICA,INC.を設立。 

平成９年５月 ソフトウェア「X-COM」シリーズ販売開始。 

平成９年６月 「ELX For RISC」開発開始。 

平成10年６月 「Kasago」（「New TCP/IP」ソフト・ウェア）開発完了。 

平成10年10月 米国現地法人ELMIC SYSTEMS OF AMERICA,INC.を清算。 

平成11年４月 関西、中京地区営業力強化のため名古屋営業センターを名古屋市中区錦に開設。 

平成11年５月 「Accel-μ」特許権申請。 

平成11年６月 「Kasago for Windows CE」販売開始。 

平成11年６月 営業・技術業務効率化のため川崎技術センターを本社横浜市中区弁天通に移転統合。 

平成11年９月 Windows CE用「Accel-μ」販売開始。 

平成12年２月 マイクロソフト社の当社への出資受入。 

平成12年２月 マイクロソフト社とのディストリビュータ契約取得。 

平成12年７月 東京証券取引所マザーズへ上場。 

平成12年９月 米国現地法人Elmic Systems USA,INC.を設立。 

平成12年９月 「ELX for ITRON」販売開始。 

平成12年９月 ソフトウェア「SoftCOM」を「X-COM」シリーズとして販売開始。 

平成12年９月 Bluetoothソリューション開発開始。 

平成12年11月 ソフトウェア「SoftCOM FullGEM化」開発開始。 

平成13年３月 子会社株式会社エアフォルクを設立。 

平成13年３月 VoIPシリーズ「Embedded H.323」ソフトウェア開発開始。 

平成13年５月 エンベデッド・リナックス・テクノロジーグループへの参加。 

平成14年１月 「Embedded H.323プロトコルスタック」販売開始。 

平成14年２月 組込みシステム向けTCP/IPプロトコルスタック「KASAGO TCP/IP」用のオプションソフトウェア

「Mobile IP」「NAT」「SNMP Agent」販売開始。 
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 主要な事業の内容は次のとおりであります。 

事業系統図   

 

年月 事項

平成14年２月 組込みシステム向け「KASAGO IPv6」プロトコルスタック販売開始。 

平成14年３月 「Accel-Linux」開発開始。 

平成14年５月 富士通エル・エス・アイ・ソリューション株式会社と次世代ホームネットワークソリューション

の開発に伴う共同プロジェクトを開始。 

平成14年７月 産業用コンピュータ「iNHERITOR」販売開始。 

平成14年10月 保護機能搭載ITRON仕様準拠リアルタイムOS「Hyper ITRON」販売開始。 

平成15年３月 「KASAGO for T-Engine開発キット」開発。 

平成15年６月 「KASAGO Mobile IPv6 プロトコルスタック」開発。 

平成15年６月 組込みシステム向けSIPプロトコルスタック開発。 

平成15年12月 米国現地法人Elmic Systems USA,INC.を売却。 

平成16年11月 本社を横浜市中区太田町へ移転。 

平成17年７月 ウェスコム株式会社と合併、エルミック・ウェスコム株式会社へ社名変更。 

平成18年10月 子会社である株式会社エアフォルクの株式譲渡により、同社が子会社でなくなる。 

平成18年11月 インテリジェント通信ボードNet-Engine販売開始。 

平成19年３月 株式会社シーイーシーと業務提携を発表。 

平成19年10月 Miracom Inc.(本社：韓国)とパートナー契約を締結。 

平成20年５月 株式会社図研と業務・資本提携契約を締結。 

平成20年11月 本社を横浜市港北区新横浜へ移転。 

平成21年６月 株式会社図研よりSoC事業部を会社分割により承継。 

平成21年７月 図研エルミック株式会社へ社名変更。 

平成22年４月 オプテックス株式会社とドライブレコーダー向け加速度センサの応用ソフトウェア「DBAA」に対

し、販売・サポート・開発を行うことを目的とした代理店契約を締結。 

平成22年10月 会社組織を改編し、２事業部制（産業コミュニケーション事業部、リブウェア事業部）を採用。 

平成22年12月 株式会社エイチアイと組込み機器向けUI開発ソリューション「ハイヴ（HIVE）」の代理店契約を

締結。 

平成24年１月 ミドルウェア製品「Ze-PRO IPrec（サーバ）」が、日刊工業新聞選定の「第54回2011年十大新製

品賞 中堅・中小企業賞」を受賞。 

３【事業の内容】

セグメントの区分 事業の内容

産業コミュニケーション事業部 

通信ボード、評価ボード、通信モジュール（シリアル－LAN交換モジュール「マルチプロト

コルコンバーター」）、IPsec暗号化モジュール「IP-Cipher」、産業用エミュレーター

「iNHERITORⅡ」、デザインサービス 

リブウェア事業部 

ミドルウェアライブラリ（TCP/IPミドルウェア（「KASAGOシリーズ」)、ONVIF、SIP、RTP

（「Ze-PROシリーズ」）、マルチスタイルライブラリ（「YAMAMEシリーズ」）、オペレーシ

ョンシステム、Cベースデザイン開発ツール、挙動解析アルゴリズム 
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（注）有価証券報告書提出会社であります。 

(1）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．平均年間給与額は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前事業年度末に比べて25名減少しておりますが、その主な理由としては、会社都合退職者等に

よるものであります。 

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属して

いるものであります。 

(2）労働組合の状況 （平成24年３月31日現在） 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の被 
所有割合(％) 

関係内容

(親会社) 

株式会社図研 

神奈川県横浜市

都筑区 
 10,117

エレクトロニクス産業におけ
る設計・製造プロセスの効率
化に関するソリューションの
研究開発・製造・販売及びこ
れらに附帯するクライアント
サービス等の事業 

 40.41

組込みシステム製

品の販売・開発事

業に関する業務・

資本提携。 

役員の兼任(２名)

５【従業員の状況】

  平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

83  (1)  39.3  7.0  5,942,453

セグメントの名称 従業員数（人） 

産業コミュニケーション事業部  23  －

リブウェア事業部  45  －

報告セグメント計  68  －

全社（共通）  15  (1)

合計  83  (1)
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(1）業績 

当事業年度の我が国経済は、東日本大震災の影響により広範囲で低下した生産活動等が徐々に回復し、国内景気

は緩やかな回復基調を示していたものの、ユーロ圏各国の財政問題に起因した同域内での金融不安や新興国におけ

る金融引き締め、さらには夏以降の歴史的円高の定着と原材料価格の高騰は、経済全般に影響をもたらし、企業収

益の悪化と個人消費の低迷が続きました。 

当社が属する情報通信・エレクトロニクス業界におきましては、スマートフォンの急速な普及等一部に堅調な分

野もありましたが、震災や電力供給の問題、さらには昨年10月に発生したタイでの大規模な洪水被害により、生産

活動は大きく影響を受け、加えて業界各企業の急速な業績悪化や、半導体市況の大きな変化により、開発投資、設

備投資ともに低調になる等、全般的に厳しい状況のまま推移することとなりました。 

このような市場環境の中で当社は、当事業年度をとおしてシステム・ボード製品を中心とする産業コミュニケー

ション事業と、通信ミドルウェアライブラリ製品を中心とするリブウェア事業による、製品販売を中心とした収益

性の高いビジネスへの転換を柱とする経営構造改革に全社を挙げて取り組んでまいりました。また当事業年度中に

は、当社が業界に先駆けて開発したIPセキュリティ機器の相互接続規格であるONVIF(Open Network Video 

Interface Forum)準拠による、IPネットワーク上の監視カメラで捉えた画像の録画・検索・配信を行うためのミド

ルウェア「Ze-PRO IPrec」が、日刊工業新聞選定の「2011十大新製品賞 中堅中小企業賞」を受賞いたしました。

これは技術開発力の評価と、自社開発製品の需要がともに高まりつつあり、事業改革の成果が徐々に出現している

表象的な出来事であると考えております。また半導体メーカーと協調して展開してきた車載機器関連企業への提案

型販売活動や、開発環境製品の拡販にも力を注いだ結果、新たな需要の獲得がなされてまいりました。 

この結果、当事業年度の売上高は14億98百万円（前年同期比46.2％増）となりました。 

損益面につきましては、製品販売への注力による利益率の改善と販売費及び一般管理費の厳格管理もあり、営業

利益24百万円（前事業年度は4億89百万円の営業損失）、経常利益34百万円（前事業年度は4億48百万円の経常損

失）と、黒字転換を果たすことができましたが、特別損失の発生により当期純損失52百万円（前事業年度は5億40

百万円の当期純損失）となり、当期純損失計上のやむなきに至りました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（セグメント別業績） 

・産業コミュニケーション事業部 

当事業では、OA機器・計測機器向けのLSI等の売上が引き続き堅調に推移するとともに、既存のお客様からの

シリアル通信ボードやISDN通信ボードのリピート需要の拡大、さらには開発環境製品の大型需要獲得もあり、売

上も増加いたしました。さらに新規のお客様からの無線LAN関連での開発需要が増加いたしました。 

 この結果、売上高は7億67百万円（前年同期比19.3％増）、セグメント利益は1億17百万円（前事業年度は72百

万円のセグメント損失）となりました。 

・リブウェア事業部 

当事業では、ミドルウェアの新製品である「Ze-PRO IPrec」の発売もあり、IPセキュリティ機器向けライブラ

リ製品がセキュリティ機器関連企業等に需要が拡大してまいりました。また車載機器向けミドルウェア製品の新

規需要の獲得、さらには当社が推奨するＣ言語によるLSI開発向けライブラリ製品の需要も拡大してまいりまし

た。 

 この結果、売上高は7億30百万円（前年同期比91.6％増）、セグメント利益は1億65百万円（前事業年度は83百

万円のセグメント損失）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

  キャッシュ・フロー等の状況について 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加額1億31百万円、税引前

当期純損失が49百万円があったものの、投資有価証券売却損益80百万円、投資事業組合からの分配金による収入66

百万円、減価償却費26百万円、未払消費税等の増加額25百万円、仕入債務の増加額22百万円等により65百万円増加

し、当事業年度末の資金は、3億38百万円となりました。 

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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 また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、営業活動の結果使用した資金は、19百万円（前年同期比95.6％減少）となりました。 

これは主に、投資有価証券売却損益80百万円（前年同期比2.2％減少）、減価償却費26百万円（前年同期比

30.0％減少）、未払消費税等の増加額25百万円（前事業年度はなし）、仕入債務の増加額22百万円（前年同期比

411.3％増加）があったものの、売上債権の増加が1億31百万円（前年同期比934.9％増加）、税引前当期純損失が

49百万円（前年同期比90.8％減少）、特別退職金の支払額22百万円（前事業年度はなし）等によるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、投資活動の結果得られた資金は、85百万円（前年同期比83.0％減少）となりました。 

これは主に、投資事業組合からの分配金による収入66百万円（前年同期比567.6％増加）、投資有価証券の売却

による収入18百万円（前年同期比95.9％減少）等によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において、財務活動によるキャッシュ・フローはありません（前事業年度に使用した資金は0百万

円）。 

(1）生産実績 

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当事業年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．主なものは、多品種少量の他社製パッケージ製品・ボード・パソコンであります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

当事業年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％）

産業コミュニケーション事業部   （千円）  724,464  105.1

リブウェア事業部         （千円）  721,867  185.6

        合計       （千円）  1,446,331  134.1

セグメントの名称 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％）

産業コミュニケーション事業部   （千円）  4,356  156.7

リブウェア事業部         （千円）  27,003  340.5

        合計       （千円）  31,359  292.8

セグメントの名称

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

産業コミュニケーション事業部  755,991  113.5  197,355  94.4

リブウェア事業部  772,595  185.8  176,837  130.8

  合計        1,528,587  141.3  374,192  108.7
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(4）販売実績 

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．前事業年度及び当事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

当社は平成24年３月期において営業利益、経常利益の黒字化を達成いたしましたが、さらに中期的に成長し、継

続的かつ安定的な黒字体質を構築するための喫緊の課題といたしまして、事業セグメントごとに次のことが挙げら

れます。 

・産業コミュニケーション事業部 

産業用通信モジュールや、ONVIFモジュール等の製品群の市場開拓を加速させ、かつ蓄積したミドルウェア

技術を利用したボード製品群を拡充し、量産供給を伴ったボリュ－ムビジネスを確立させるとともに、他社技

術との融合による製品展開を図ることも肝要と考えます。 

一方でハードウェア製品の一層の原価低減を推進し、利益率改善に努めることが不可欠であると考えます。

・リブウェア事業部 

培った通信ミドルウェアの要素技術を活かし、車載機器市場やスマートグリッド市場、さらにセキュリティ

市場のさらなる攻略に向けた製品群の拡充を行うとともに、マルチスタイルライブラリをはじめとするユニー

クで魅力あるライブラリの強化を行うことが肝要と考えます。 

また販売面では戦略的パートナ―関係の構築を推進して、カバレッジの拡大と主力製品の重点販売を推進す

ることが不可欠であると考えます。 

これらの結果、組込コア技術のリーディングカンパニーとしての地位を確立させ、収益力の高いビジネスモデル

を確立させることが対処すべき課題であると考えております。 

さらに中長期的な課題といたしましては、当社の主要な取引先である情報通信・エレクトロニクス関連産業にお

いて、製品のアイディアや設計・生産技術、さらに価格面に至るすべての領域でグローバル競争が激化する、かつ

てないほどの厳しい事業環境となっています。ことに日本企業においては、昨年夏から続く歴史的円高への対策と

して、成長市場により近い地域での開発生産を目的とした海外への拠点移転と、日々進化するエレクトロニクス技

術への対応のための開発投資、さらには国内合理化策を同時に迫られる等、企業としての真の継続力が問われるこ

ととなっています。 

こうした事業環境にあって当社としては、付加価値が高くユニークな技術を持つ「組込コア技術のリーディング

カンパニー」として、通信ミドルウェア製品及びＣ言語によるLSI開発向けライブラリ製品のライセンス販売とロ

イヤリティ・ビジネスの確立、並びにボード開発、システム開発及びハードウェア製品の開発から生産までの量産

供給ビジネスを強化し、この二つのビジネスモデルを、強固な経営基盤の構築に向けた両輪として、事業を推進し

てまいりたいと考えております。 

セグメントの名称 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％）

産業コミュニケーション事業部   （千円）  767,739  119.3

リブウェア事業部         （千円）  730,928  191.6

         合計      （千円）  1,498,667  146.2

相手先 

前事業年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソニー株式会社  106,225  10.4  284,769  19.0

３【対処すべき課題】
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以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

います。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から開示しております。 

(当社の事業内容について) 

「ライブラリ製品」のリスク 

当社の通信ミドルウェア「KASAGO TCP/IP (IPv4)」は、多くのお客様にご採用いただいており、この技術を進化

発展させた「KASAGO IPv6」の製品化も完了し、拡販に努めています。当社としましてはIPアドレス枯渇問題に端

を発する、お客様のもとでの各種技術的問題への解決策を提案すべく、IPv6のさらなる機能充実と、各種オプショ

ン開発を引き続き行うとともに、このミドルウェア開発で培った技術を応用し、ターゲットシステムに応じてソフ

ト/ハードを最適に切り分けて提供できるマルチスタイルライブラリ等の新たな製品の充実に努めておりますが、

市場投入が遅れた場合や、市場が未成熟な状態が続く場合、またはオープン・ソース・ソフトウェアが急拡大する

場合には当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

「システム・ボード製品」のリスク 

当社はこれまで培った技術ノウハウを基に、独自の研究開発を推進するとともに、アライアンスを中心として、

急速な技術的進歩に支えられた業界の中での最先端の技術やノウハウの獲得と蓄積を行っておりますが、開発の方

向性が市場動向と一致しなくなったり、アライアンスが解消された場合、また製品の市場投入が遅れた場合、当社

の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

（情報通信・エレクトロニクス業界依存による変動要因） 

当社の主要販売先は国内の情報通信・エレクトロニクス業界であり、当社の業績は同業界における開発投資の動向

並びに商品ライフサイクル等に影響され、また循環的に発生する半導体業界全体の景気変動にも影響を受ける可能性

があります。当社ではこれらの変動要因に対処するため、自社製品の充実と販売先業界の拡大等の収益構造改善策を

推進しておりますが、突発要因等により情報通信・エレクトロニクス業界からの需要動向が急激に変化した場合に

は、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

（得意分野の拡大について） 

当社では長年培ってきた技術力とマーケティング力を駆使し、通信ミドルウェアの業界内でもユニークな製品を充

実させることにより、確固たる地位を築いてまいりました。しかしながら技術革新が加速度的に早まっている情報通

信・エレクトロニクス業界において、得意分野を拡大するための販売先獲得競争は益々激しくなっており、また新規

販売先を獲得し製品を提供できたとしても、お客様側における最終製品の競争やその製品のライフサイクルの短縮が

影響し、当社の計画する収益計画が必ずしも予定どおりに進捗しないことが起きることも想定されます。この場合、

当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

（需要先業界の海外への拠点移管の影響） 

当社の主要販売先は国内の情報通信・エレクトロニクス業界ですが、同業界に属する主要メーカーは、より低コス

トの生産拠点や、成長性の高い市場を求める目的でアジアを中心とする海外へ拠点を移管する動きがあり、直近でも

為替変動の影響を抑えるため、この動きを加速させる傾向があります。 

当社では当事業年度より海外ビジネス推進室を発足させ、これらの需要先の動行への対応を推進しておりますが、

当社の事業活動が及ばない地域への拠点移管が進んだ場合、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

（海外での事業展開について） 

当社では、前記した海外ビジネス推進室を中心に、アジア及び北米への販売活動を行っておりますが、現時点では

開拓途上にあることから、海外に現地拠点は設置せず、海外所在の外部協力企業との間で業務委託契約を締結し、当

社の技術及び製品の普及促進、並びに現地における顧客需要開拓に対応しておりますが、さらなる積極展開を行うた

めには海外拠点を設置し、販売・マーケティング及びサポートを迅速に行える体制整備が必要になると考えておりま

す。 

このような海外事業展開の積極化を行う際には、商慣習の違い・予期しない法律または規制の変更・想定外の外的

要因・カントリーリスク等のような特有のリスクが存在します。 

これらの事象に当社が充分に対応できない場合、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

４【事業等のリスク】

2012/06/27 17:41:0811792812_有価証券報告書_20120627174038

- 8 -



（ファブレス政策） 

当社は、システム・ボード製品に関し、自社にて企画、開発、設計を行いますが、その生産工程は製造受託企業に

生産を委託しており、それにより設備投資のための資金負担と減価償却費の発生による原価面でのリスクを抑え、か

つ在庫を持つリスクや生産設備に係る減損発生のリスクを抑えています。また、開発物は当社の資産であり、万が一

委託先の企業に問題が生じても、他の製造委託企業の生産拠点にて生産が継続できる管理と運用を行っています。 

 特定外注先への依存度(外注実績) 

当事業年度の外注高は4億72百万円で、主要な外注先の外注金額の割合は以下のとおりです。 

（注）上記外注金額には、消費税等は含んでおりません。 

上記の外注先とは、経営面のヒアリング・コスト面及び品質管理面の確認作業・生産工程管理面の確認作業等を

行い、その他の事項についても外注管理規則に則って緊密に連携しながら取引を行っております。また特定の外注

先に業務を集中させないようリスク分散を心掛けております。しかしながら生産委託先の生産設備で問題が発生し

た場合や生産委託先の経営に急激な変化が生じた場合には、当社製品が適切な時期に出荷できなくなることも想定

され、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

（ビジネスパートナーについて） 

当社では、技術開発や生産、並びに販売面において、国内外における事業展開で将来を見据え、相乗的な効果を発

揮するため、積極的に他社とアライアンスを推進しております。 

しかし、今後において予期せぬ事象により当事者間で不一致が生じた場合、相乗効果が期待できず、当社の業績に

重要な影響を与える可能性があります。 

（知的財産権について） 

当社は、独自技術の保護を目的として、知的財産性が認められるものについて、その特許権や意匠権、実用新案等

の取得を目指し、出願を行うこととしております。しかしながら近似する技術が生み出され、その商用化を当社が知

的財産権の行使によって効果的に阻止できない場合は、当社の技術や製品との競争が発生し、当社の業績に重要な影

響を与える可能性があります。 

（収益構造が下半期偏重となることについて） 

当社の主要販売先である国内情報通信・エレクトロニクス業界の各企業は、３月31日を決算日とする会社が多く、

その予算執行は下半期偏重となる傾向があります。また従来、当社の売上の中心となっていたＳＩ（カスタマイズ）

業務・受託業務は、開発開始から納入まで、長期間を要するものが多く、当社の売上計画・実績は下半期偏重となら

ざるを得ませんでした。当社では製品販売への注力や取引先企業の拡大策を推進することにより売上の平準化を目指

しておりますが、この進捗が計画どおり進まない場合、当社の財務面に影響を与える可能性があります。 

（研究開発について） 

当社は、他社の技術・製品との競合関係において、有利な地位を確保しそれを継続させるため、弛まぬ研究開発が

必要であり、そのための工業化研究を中心とした研究開発投資は、今後とも継続が必要な重要投資分野であると認識

しています。ただし製品化のための研究開発は長期に亘るものもあり、先行投資の回収が計画とおり進まない場合、

当社の財務面に影響を与える可能性があります。 

  （単位：千円）

外注先名 外注品目または外注工程名 

外注金額 

    

第35期 比率(％) 

Progate Group Corporation 特注ハードウェア  96,559  20.4

日本電気株式会社 ソフトウェア製品  62,931  13.3

アセットコア・テクノロジー株式

会社 
特注ハードウェア  38,400  8.1

株式会社フリーラインズ 特注ハードウェア  34,451  7.3

有限会社エムレックス 特注ハードウェア  26,650  5.6

その他 51社 －  213,535  45.2

合計 －  472,527  100.0
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当事業年度において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

研究開発費は51百万円（対売上高3.4％、前年同期比82百万円減少）となりました。当社の研究開発活動は、産

業コミュニケーション事業部とリブウェア事業部において、TCP/IPを中心とした通信ミドルウェアや、ハードウ

ェア製品に係る基礎研究、応用研究及び工業化研究を行っております。 

 当事業年度における主な成果は次のとおりです。 

・ネットワークビデオのONVIF対応を実現する通信ミドルウェアの開発 

IPセキュリティ機器の相互接続規格であるONVIF(Open Network Video Interface Forum)準拠による、IPネ

ットワーク上の監視カメラで捉えた画像の蓄積・検索・配信を行うための通信ミドルウェア製品である「Ze-

PRO IPrec (サーバ)」を開発し、販売いたしました。 

本製品の開発により、Webベースで開発された異なるメーカーの監視カメラを組み合わせたシステムの互換

性が高まることとなり、ネットワークビデオ機器の普及に寄与しております。 

(1)資産、負債及び純資産の状況 

①流動資産 

当事業年度における流動資産合計は、8億99百万円(前年同期比16.4％増加)となりました。これは主に、有

価証券の減少69百万円（前年同期比52.6％減少）があったものの、売掛金の増加1億42百万円（前年同期比

48.2％増加）、現金及び預金の増加65百万円（前年同期比31.4％増加）等によるものであります。 

②固定資産 

当事業年度における固定資産合計は、1億37百万円（前年同期比53.1％減少）となりました。これは主に、

投資有価証券の減少1億円（前年同期比89.1％減少）等によるものであります。 

③流動負債 

当事業年度における流動負債合計は、3億32百万円(前年同期比26.2％増加)となりました。これは主に、買

掛金の増加22百万円（前年同期比34.7％増加）、製品保証引当金の増加13百万円（前年同期比33.0％増加）、

賞与引当金の増加12百万円（前年同期比32.4％増加）等によるものです。 

④固定負債 

当事業年度における固定負債合計は、14百万円（前年同期比75.2％減少）となりました。これは主に、長期

前受収益の減少41百万円（前年度同期比98.3％減少）等によるものであります。 

⑤純資産 

当事業年度における純資産合計は、6億90百万円(前年同期比7.4％減少)となりました。これは主に、利益剰

余金の減少52百万円（前年同期比9.8％減少）等によるものであります。 

５【経営上の重要な契約等】

６【研究開発活動】

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2)当事業年度の経営成績の分析 

①売上高 

当事業年度の売上高は14億98百万円（前年同期比46.2％増加）となりました。これは主に、リブウェア事業

のミドルウェアライブラリ製品、産業コミュニケーション事業の開発環境関連製品とシステム・ボード製品が

堅調に推移したことによるものであります。 

②売上原価 

当事業年度の売上原価は、8億81百万円(前年同期比24.4％増加)であります。これは主に、売上高の増加に

伴うものであります。 

③販売費及び一般管理費 

当事業年度の販売費及び一般管理費は、5億93百万円(前年同期比26.4％減少)となりました。これは主に、

人員減による給与手当の減少、研究開発費の減少等によるものであります。 

④営業利益 

当事業年度の営業利益は、24百万円（前事業年度は営業損失4億89百万円）となりました。これは主に売上

高増加による営業収益の増加によるものであります。 

⑤営業外収益・営業外費用 

当事業年度の営業外収益は、18百万円（前年同期比61.8％減少）となりました。これは主に助成金収入の減

少、有価証券利息の減少等によるものであります。また、当事業年度の営業外費用は、8百万円（前年同期比

15.3％増加）となりました。 

⑥経常利益 

当事業年度の経常利益は、34百万円（前事業年度は経常損失4億48百万円）となりました。これは主に売上

高増加による営業収益の増加によるものであります。 

⑦特別利益・特別損失 

当事業年度の特別利益はありません（前事業年度は32百万円）。また、当事業年度の特別損失は、投資有価

証券売却損等により83百万円（前年同期比29.6％減少）となりました。 

⑧当期純損失 

当期純損失は、52百万円（前事業年度は当期純損失5億40百万円）となりました。その結果、売上高に対す

る比率は△3.5％となりました。また、1株当たり当期純損失は、8.39円となりました。 

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

我が国経済を展望いたしますと、震災からの復興に向けた各種投資とエネルギー環境の変化に合わせた開発投資

こそ持続するものと思われますが、一方でデフレは継続し、また消費税増税を巡る政治経済の混迷が深まり、依然

として不透明な状況は続くものと思われます。当社の属する情報通信・エレクトロニクス業界におきましては、グ

ローバル競争の激化や歴史的円高の継続等厳しい状況下にはありますが、エネルギーシステムのスマート化への投

資拡大や、通信仕様の大容量・高速化に伴うネットワークサービスを中心とした事業機会の出現等、新たな方向性

が拡がる一年になることが期待されております。 

このような事業環境の中で、当社は「組込コア技術のリーディングカンパニー」としての地位を確固たるものに

すべく、産業コミュニケーション事業とリブウェア事業を協調させ、通信ミドルウェア製品及びＣ言語によるLSI

開発向けライブラリ製品のライセンス販売とロイヤリティ・ビジネスの確立、並びにボード開発、システム開発及

びハードウェア製品の開発から生産までの量産供給ビジネスを強化し、継続的に黒字を計上できる高利益なビジネ

スモデルの確立に努めてまいりたいと考えております。 

(4)戦略的現状と見通し 

当社といたしましては、付加価値が高くユニークな技術を持つ「組込コア技術のリーディングカンパニー」と

して、通信ミドルウェア製品及びＣ言語によるLSI開発向けライブラリ製品のライセンス販売とロイヤリティ・ビ

ジネスの確立、並びにボード開発、システム開発及びハードウェア製品の開発から生産までの量産供給ビジネス

を強化し、この二つのビジネスモデルを、強固な経営基盤の構築に向けた両輪として、事業を推進してまいりた

いと考えております。 
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当事業年度において、主要な設備に重要な異動はありません。 

平成24年３月31日現在における当社各事業所の主要な設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりで

あります。 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．投資不動産は、当事業年度において賃貸借契約締結に伴う有形固定資産からの振替であります。 

３．投資不動産には、土地が含まれており、その帳簿価額は京都府相楽郡は33,000千円（面積407.36㎡）、横浜

市旭区は5,906千円（面積33.85㎡）であります。 

前事業年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありませんでした。また、当事業年度において、新た

に確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

事業所名 

（所在地） 
セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数

（人） 建物
工具、器具
及び備品 

投資不動産 合計 

本  社 

(横浜市港北区) 

産業コミュニケー

ション事業部 

リブウェア事業部 

本社 

販売業務 

全社的管理業務 

研究開発 

技術開発 

 9,001  6,917  －  15,919  70

大阪営業所 

(大阪市浪速区) 

産業コミュニケー

ション事業部 

リブウェア事業部 

販売業務 

研究開発 

技術開発 

情報収集 

 2,305  567  －  2,873  13

投資不動産 

（京都府相楽郡、

横浜市旭区） 

その他 投資不動産  －  －  69,244  69,244  －

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（注）１．平成21年６月１日実施の吸収分割契約に基づく企業結合によって、発行済株式総数が 880千株増加してお

ります。 

２．平成22年５月７日開催の取締役会において、会社法第448条第１項及び会社法第452条の規定に基づき、平

成22年５月７日を効力発生日として資本準備金300,000千円のうち、218,113千円をその他資本剰余金に振

替、同額をその他利益剰余金（繰越利益剰余金）に、欠損填補を目的として振替る処理を行なっておりま

す。 

（注）自己株式は、所有しておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  21,200,000

計  21,200,000

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成24年３月31日） 
提出日現在発行数（株）
（平成24年６月26日） 

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名 

内容

普通株式  6,284,944  6,284,944 東京証券取引所 マザーズ 
単元株式数は、 

100株であります。

計  6,284,944  6,284,944 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数 (千株) 

発行済株式総数
残高 (千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 (千円) 

資本準備金
残高 (千円) 

平成21年6月1日(注1)  880  6,284  －  1,202,036  －  300,000

平成22年5月7日(注2)  －  6,284  －  1,202,036  △218,113  81,886

（６）【所有者別状況】

  （平成24年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者 

その他
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人）  －  4 12 24 4 －  1,364 1,408 －

所有株式数（単元）  －  678 713 35,127 198 －  26,123 62,839 1,044

所有株式数の割合(％)  －  1.08 1.13 55.90 0.32 －  41.57 100.0 －
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①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（７）【大株主の状況】

  平成24年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社図研 神奈川県横浜市都筑区荏田東2丁目25-1  2,539  40.4

株式会社シーイーシー 神奈川県座間市東原5丁目1-11  540  8.6

株式会社ジャフコ 東京都千代田区大手町1丁目5番1号  252  4.0

小 川 武 重 神奈川県横浜市青葉区  205  3.3

渡 辺 清 吉 茨城県鹿嶋市  173  2.8

田 中 一 芳 東京都大田区  116  1.9

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区中之島3丁目3番23号  96  1.5

早 川 裕 之 埼玉県熊谷市  95  1.5

佐 藤 公 則 大分県大分市  84  1.3

宝 川 等 静岡県沼津市  75  1.2

計 －  4,179  66.5

（８）【議決権の状況】

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,283,900  62,839 － 

単元未満株式 普通株式    1,044 － － 

発行済株式総数  6,284,944 － － 

総株主の議決権 －  62,839 － 

（９）【ストックオプション制度の内容】

2012/06/27 17:41:0811792812_有価証券報告書_20120627174038

- 14 -



【株式の種類等】 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

当社は、利益配分につきましては、経営の最重要課題としてとらえ、将来の事業展開と経営体質の強化のために

必要な内部留保を確保しつつ、適切な配当を行ってまいります。 

当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、「会社法第459条第１項の規定に基づ

き、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款に定めております。 

このため配当金につきましては、当社の事業は技術革新の激しい情報通信・エレクトロニクス業界に属している

ため、将来にわたり恒常的に業績の向上を図っていくための長期的視野に立った研究開発や人材育成に有効活用

し、業績や資金収支と総合的に判断し、利益還元を実施することを基本方針としております。 

当事業年度におきましては、事業構造改革により営業利益、経常利益の計上を果たすことができたものの、特別

損失の計上により当期純損失計上のやむなきに至りました。そのため期末配当を無配とさせていただきます。全社

を挙げて早期の復配を果たすべく努力を重ねてまいります。 

また、当社は「会社法454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議をもって、毎年９月30日を基準日として、

中間配当を行うことができる。」旨定款に定めております。 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

２【自己株式の取得等の状況】

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円）  619  370  300  292  235

最低（円）  212  101  110  96  126

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円）  163  163  169  177  195  174

最低（円）  129  139  150  157  155  149
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株） 

代表取締役会長   勝部 迅也 昭和17年10月13日生

昭和57年１月 株式会社図研入社 営業部長 

昭和59年１月 同社 取締役営業本部長  

平成２年４月 同社 常務取締役経営管理本部長 

平成７年６月 同社 専務取締役経営管理本部長兼海

外事業本部長兼技術本部長 

平成11年４月 同社 専務取締役（最高執行責任者） 

平成16年６月同社 代表取締役副社長（現任） 

平成18年４月図研ネットウエイブ株式会社代表取

締役（現任） 

平成18年４月インベンチュア株式会社代表取締役 

平成21年６月当社 取締役会長 

平成21年９月当社 代表取締役会長（現任） 

(注)3 －

代表取締役社長    朝倉  尉 昭和45年２月９日生

平成５年４月株式会社図研入社 

平成19年４月同社 SoC事業部イノベーション営業

部統括マネージャー 

平成19年10月同社 SoC事業部事業部長代理 

平成20年６月当社 取締役 

平成21年６月当社 取締役営業本部担当 

平成22年１月当社 取締役副社長 

平成22年６月当社 代表取締役社長（現任） 

(注)3 1

取締役 

産業コミュニケ

ーション事業部

長 

小堀 秀男 昭和30年２月14日生

昭和54年４月 株式会社内藤電誠町田製作所入社 

平成10年７月 応用電子株式会社 代表取締役社長 

平成21年３月 当社入社 製品開発第三ビジネスユニ

ット長 

平成21年６月 当社 技術本部長 

平成22年６月 当社 取締役技術本部担当 

平成22年10月 当社 取締役事業・技術統括担当 

平成23年４月 当社 取締役産業コミュニケーション

事業部長（現任） 

(注)3 0

取締役 
リブウェア事業

部長 
下条 雅人 昭和45年３月22日生

平成２年４月大洋電機通信株式会社入社 

平成８年10月株式会社ジール入社 

平成11年３月当社入社 

平成17年４月当社 営業部エンベデッドグループ

担当部長 

平成21年４月当社 マーケティング部長 

平成22年４月当社 マーケティング本部長 

平成22年10月当社 リブウェア事業部長 

平成23年６月当社 取締役リブウェア事業部長

（現任） 

(注)3 4
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 （注）１．監査役の大門肇及び新井浩之は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成22年6月25日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

３．平成24年6月26日開催の定時株主総会の終結の時から1年間 

４．法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役１名を

選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株） 

監査役 

（常勤）  
  大門  肇 昭和16年４月22日生

昭和41年４月 株式会社芝浦製作所（現芝浦メカトロ

ニクス株式会社）入社 

昭和55年４月 同社 関西支店機工課長 

昭和62年４月 同社 工機事業部長 

平成２年４月 同社 電機商品事業部副事業部長 

平成４年４月 同社 東部支社副支社長 

平成６年７月 同社 中部支社長 

平成９年４月 同社 流通機器システム事業部長 

平成９年６月 同社 取締役 

平成12年６月 同社 監査役 

平成18年６月 株式会社ジィーサス 監査役 

（社外監査役）（現任） 

平成24年４月 当社 監査役（社外監査役）（現任） 

(注)2 －

監査役    安藤 貴三男 昭和22年７月13日生

昭和45年４月 日本エヌ・シー・アール株式会社入社 

平成10年９月 株式会社北野入社 

平成12年６月 当社入社 社長室長 

平成14年10月 当社 執行役員管理部長 

平成17年７月 当社 取締役管理担当 

平成20年４月 当社 取締役経営企画担当 

平成20年10月 当社 取締役管理担当 

平成21年６月 当社 代表取締役社長 

平成22年６月 当社 監査役（現任） 

(注)2 8

監査役   新井 浩之 昭和13年12月７日生

昭和37年４月 信越化学工業株式会社入社 

平成元年６月 信越半導体株式会社 取締役 

平成７年６月 同社 専務取締役 

平成11年６月 同社 顧問 

平成13年６月 信越化学工業株式会社 常勤監査役 

平成15年６月 当社 監査役（社外監査役）（現任） 

(注)2 5

  計   20

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

 西  伸孝 昭和29年８月６日生 

昭和52年４月 パイオニア株式会社入社 

平成３年11月 株式会社図研入社 

平成８年７月 株式会社リアルビジョン 監査役

（社外監査役） 

平成９年４月 株式会社図研 財務部長 

平成９年５月 株式会社ジィーサス 監査役 

（社外監査役）（現任）  

平成13年４月 図研ネットウエイブ株式会社 監

査役（社外監査役）（現任） 

平成17年４月 株式会社図研 管理本部財務部長 

平成20年３月 株式会社チップワンストップ 監

査役（社外監査役） 

－
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、継続的に企業として成長することであり、経営

者としての強いリーダーシップにより健全かつ効率的、迅速な意思決定が必要と考えています。また、経営責任

の明確化と業務執行の迅速化、意思決定の透明性向上及びコンプライアンスの強化を図るため、シンプルかつフ

ラットな組織体制にしております。 

①企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要及び採用する理由 

経営機関制度につきましては、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、

業務執行機関として代表取締役、監査機関として監査役会という、従来からの商法上で規定されていた株式会

社の機関制度を基本とし、「取締役会」は意思決定機関と位置づけております。 

従いまして、当社におけるコーポレート・ガバナンスは、監査役型の経営機関制度を基軸として、重要な業

務執行課題については、「取締役会」で十分な議論を経て決議を行い、監督するという仕組みを基本的な考え

としており、現体制は有効にその機能を果たしていると認識しております。 

ロ．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

a.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状

況 

 
ｂ.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会を毎月１回以上開催しております。経営の透明性を

高める目的で、IR活動にも継続して力を入れ、年２回の会社説明会の開催や機関投資家訪問の実施の他、

ホームページの充実（IR情報の英文化等）にも努めております。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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ハ．内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、監査役会制度を採用しており、監査役は３名で、２名が社外

監査役であります。取締役は４名であります。 

当社は企業理念に基づいた企業行動指針を制定しその遵守を図っております。 

取締役会については取締役会規定に基づいて運営され、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に職務

遂行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止しております。 

取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告し、その是

正を図っております。 

コンプライアンス体制の基礎として企業行動指針を企業行動のガイドラインとしております。取締役は自

己の担当領域におけるコンプライアンス状況を常に把握し管理しております。 

内部監査室はコンプライアンスの全体的な部署として独立した組織として位置づけ、監査結果を定期的に

取締役会及び監査役会に報告しております。 

コンプライアンス体制の万全を期するため、顧問弁護士事務所を内部通報窓口に選定し、その責任者は通

報があった場合、適宜取締役会及び監査役会に報告して、違法・不当行為の未然防止と早期発見に努め、独

立・中立的立場から内部統制システムを担保しております。また、内部通報制度規程を制定し、社内に開示

することで、その連絡先と通報相談処理体制を明らかにし、かつ通報者の保護を行うことにしております。

取締役及び使用人は、職務遂行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、または会社に著

しい損害を及ぼす恐れのある事実を知った時、並びに事業・組織に重大な影響を及ぼす決定結果を遅延なく

監査役会に報告しております。 

二．リスク管理体制の整備の状況 

a.リスク管理体制 

取締役は、それぞれ自己の担当領域において、リスク管理体制を構築する責任と権限を有しておりま

す。代表取締役は全社のリスク管理を統括しております。 

b.反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、反社会的勢力に対して組織全体として毅然とした態度で臨み、当該勢力との取引関係その他一切

の関係を遮断していくことを基本方針としております。 

係る方針のもと、管理本部を対応統括部署として、神奈川県企業防衛対策協議会に加入する等、警察をは

じめとする外部の専門機関とも緊密な連携関係を構築しつつ、反社会的勢力に関する情報の収集・管理に努

める他、対応マニュアルの整備等、反社会的勢力の排除に向けた体制の整備を推進しております。 

ホ．会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

※勤続年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ５名    その他 ４名 

②内部監査及び監査役監査の状況 

当社では、監査役、内部監査室が監査方針、年間の監査計画等について意見交換を行い、その結果に基づき両

者別の角度から監査を行ったうえで問題点の把握、改善アドバイス等を合理的に行っております。 

・内部監査室監査 

当社では、内部監査室(室長１名)が年間の内部監査計画に基づく内部監査を実施し、その結果を定期的に取

締役会に報告しております。内部監査は内部監査規程に基づき、各部門の業務が諸法令、定款及び社内規程に

準拠しているか確認し、業務の適正化、不正の防止、コンプライアンス体制の確立を目的としております。 

また、内部監査室は、内部統制システムに関する整備状況をコンプライアンスの全社的な部署として独立し

た組織として位置づけており、定期的に取締役会及び監査役会に報告しております。 

・監査役監査 

監査役は、ガバナンスのあり方と運営状況を監査し、取締役会を含めた経営の日常的活動の監査を行ってお

ります。なお、毎月開催される当社の取締役会には、出席し意見を述べる他、必要に応じてその他の重要な会

議への出席もしております。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

業務執行社員 

安田 弘幸 

新日本有限責任監査法人 池内 基明 

櫛田 達也 
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また、監査役は、取締役及び重要な使用人から個別にヒアリングの機会を設けるとともに、社長、内部監査

室、会計監査人それぞれとの間で適宜意見交換を行い、会社法及び金融商品取引法の順守及び適合の視点から

適宜活動を行っております。 

なお、大門肇氏は、上場企業において取締役及び監査役の経験を有しており、上場企業の監査役経験の見地

から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提言を期待しております。新井浩之氏

は、上場企業において経理、財務業務の豊富な経験に加え、取締役及び常勤監査役の経験も有しており、上場

企業の監査役経験の見地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提言を期待して

おります。なお、同氏の当社監査役の在任期間は本総会の終結の時をもって９年であります。 

・相互連携 

会計監査人に新日本有限責任監査法人を選任し、事業年度中の会計処理及び決算内容について会計監査を受

け、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めております。監査役は、必要に応じて会計監査人より、会計

監査人が行った監査に関する報告・説明を受け、また、事業年度中における監査結果について各監査役に報告

がなされる等、会計監査人と緊密な連携を図っております。 

内部統制部門として社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査の結果は監査役に報告・説明され

る他、随時、意見交換、討議を実施する等、相互に連携を図りつつ、適正な監査の実施に努めております。 

③社外取締役及び社外監査役 

当社の社外監査役は２名であります。 

常勤監査役である大門肇氏は、当社の兄弟会社であります株式会社ジィーサスの社外監査役でありますが、当

社と同社との間に資本的関係及び取引関係、その他の特別な利害関係はありません。このため、当社は同氏が独

立性を有すると考え、社外監査役として選任しております。また、当社経営陣からの独立性が疑われるような属

性等は存在しません。従って、中立・公正な立場から独立役員としての職務を十分に果たすことが可能であると

判断し、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

また、取締役会及び重要な会議へ出席し、決算等適時開示情報を含む重要な事案については、担当取締役から

適宜事前に資料提供と説明を受けることとなっております。 

非常勤監査役である新井浩之氏は、当社の株主（株式の所有割合0.07％）でありますが、それ以外は特別な利

害関係はありません。このため、当社は同氏が独立性を有すると考え、社外監査役として選任しております。ま

た、当社経営陣からの独立性が疑われるような属性等は存在しません。従って、中立・公正な立場から独立役員

としての職務を十分に果たすことが可能であると判断し、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け

出ております。 

当社は社外監査役については一般株主と利益相互のないことと併せて、専門性、実効性も重要な要素であると

考えています。従いまして、当社は、社外監査役による中立・公正な立場で取締役の職務遂行に対する有効性及

び効率性の検証を行う等客観性及び中立性を確保したガバナンス体制を整えており、そのうえで現状の監査役の

機能を有効に活用しながら、監査役には株主からの負託を受けた実効性のある経営監視が期待できることから、

現状のガバナンス体制を維持することとし、社外取締役の選任は予定しておりません。 

④役員報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

（注）１．当事業年度末現在の取締役は４名（うち社外取締役は０名）、監査役は３名（うち社外監査役は２名）

であります。上記取締役の支給員数と相違しておりますが、当事業年度末現在の取締役４名のうち１名

は無報酬であります。 

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役の報酬限度額は、平成21年６月24日開催の第32回定時株主総会において、年額200百万円以内と

定めた固定枠と、前事業年度の当期純利益の４％以内（上限20百万円とし、社外取締役には支給しな

い。）と定めた変動枠の合計額（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成12年６月13日開催の第23回定時株主総会において、年額120百万円以内と

決議いただいております。 

５．上記の他、社外監査役１名が当事業年度中に親会社から受けた役員報酬等の総額は２百万円でありま

す。 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 
基本報酬 

ストック 

オプション 
賞与 退職慰労金 

取締役  32,925  32,925  －  －  －  3

監査役 

（社外監査役を除く。） 
 7,200  7,200  －  －  －  1

社外役員  3,600  3,600  －  －  －  2

2012/06/27 17:41:0811792812_有価証券報告書_20120627174038

- 20 -



ロ．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。 

⑤株式の保有状況 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

４銘柄  12,310千円 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

前事業年度 

特定投資株式 

当事業年度 

特定投資株式 

⑥責任限定契約の内容の概要 

当社と社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、社外監査役及び会計監査人のいずれも法令が定める額としております。なお、当該限定責任が認められるの

は、当該社外監査役または会計監査人が責任原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに

限られます。 

⑦取締役定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款で定めております。 

⑧剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

⑨中間配当 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。 

⑩取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、累積

投票によらないものとする旨定款に定めております。 

⑪取締役、監査役及び会計監査人の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）、

監査役（監査役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。これは職務を遂行

するに当たり取締役、監査役及び会計監査人がその能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を

整備することを目的とするものであります。 

⑫株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的

日本電信電話（株）  2,000  7,470 取引関係の維持・強化 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的

日本電信電話（株）  2,000  7,510 取引関係の維持・強化 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

（２）【監査報酬の内容等】

前事業年度 当事業年度 

監査証明業務に基づく報酬
（千円） 

非監査業務に基づく報酬
（千円） 

監査証明業務に基づく報酬
（千円） 

非監査業務に基づく報酬
（千円） 

 20,000  －  20,000  －
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１．財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計

専門書の定期購読を行っております。 

第５【経理の状況】
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１【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 209,246 274,998

受取手形 30,901 ※1  20,223

売掛金 294,956 437,187

有価証券 133,005 63,069

製品 38,373 9,812

仕掛品 12,749 ※2  39,346

原材料 3,855 1,610

前払費用 40,774 51,934

未収入金 3,488 498

未収消費税等 4,945 －

その他 987 1,090

貸倒引当金 △1,040 △513

流動資産合計 772,244 899,257

固定資産   

有形固定資産   

建物 93,139 23,447

減価償却累計額 △48,902 △12,141

建物（純額） 44,236 11,306

構築物 1,367 －

減価償却累計額 △1,185 －

構築物（純額） 182 －

工具、器具及び備品 144,433 127,051

減価償却累計額 △128,978 △119,566

工具、器具及び備品（純額） 15,455 7,485

土地 38,906 －

有形固定資産合計 98,780 18,792

無形固定資産   

商標権 － 515

ソフトウエア 35,913 26,484

電話加入権 5,164 5,164

ソフトウエア仮勘定 － 410

無形固定資産合計 41,078 32,574

投資その他の資産   

投資有価証券 113,010 12,310

投資不動産 － 69,244

敷金及び保証金 7,220 3,785

会員権 8,150 4,850

長期前払費用 29,995 485

長期未収入金 － 2,498

貸倒引当金 △3,925 △6,649

投資その他の資産合計 154,450 86,523

固定資産合計 294,309 137,891

資産合計 1,066,554 1,037,148
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 64,552 86,955

未払金 40,409 20,740

未払費用 9,192 13,570

未払法人税等 6,311 8,278

未払消費税等 － 25,793

前受金 3,780 －

預り金 5,402 10,122

前受収益 54,860 62,303

賞与引当金 38,359 50,771

製品保証引当金 40,291 53,569

流動負債合計 263,160 332,105

固定負債   

長期未払金 3,431 3,431

預り保証金 820 820

長期前受収益 42,633 744

繰延税金負債 2,415 1,206

退職給付引当金 2,998 2,998

資産除去債務 5,738 5,199

固定負債合計 58,036 14,401

負債合計 321,197 346,506

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,202,036 1,202,036

資本剰余金   

資本準備金 81,886 81,886

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 81,886 81,886

利益剰余金   

利益準備金 － －

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △540,000 △592,731

利益剰余金合計 △540,000 △592,731

株主資本合計 743,921 691,191

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,434 △550

評価・換算差額等合計 1,434 △550

純資産合計 745,356 690,641

負債純資産合計 1,066,554 1,037,148
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

製品売上高 1,009,578 1,460,420

商品売上高 15,463 38,247

売上高合計 1,025,041 1,498,667

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 8,138 38,373

当期製品製造原価 718,222 813,977

ソフトウエア償却費 9,986 7,550

合計 736,347 859,900

他勘定振替高 ※6  101 －

製品期末たな卸高 38,373 9,812

製品売上原価 697,872 850,088

商品売上原価   

当期商品仕入高 10,711 31,359

合計 10,711 31,359

商品売上原価 10,711 31,359

売上原価合計 708,583 881,448

売上総利益 316,458 617,219

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 23,569 12,339

販売促進費 49,623 59,847

役員報酬 33,987 43,725

給与手当 241,464 173,173

福利厚生費 38,734 33,265

賞与 17,068 13,616

賞与引当金繰入額 15,136 19,645

旅費及び交通費 31,454 29,042

賃借料 36,644 31,989

減価償却費 13,709 10,886

研究開発費 ※1  133,835 ※1  51,484

支払報酬 28,929 25,008

研修費 95,917 43,302

その他 45,754 45,785

販売費及び一般管理費合計 805,829 593,110

営業利益又は営業損失（△） △489,371 24,109
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 46 41

有価証券利息 20,567 2,938

受取配当金 240 260

助成金収入 22,749 8,485

受取賃貸料 － 4,645

貸倒引当金戻入額 － 526

その他 4,311 1,397

営業外収益合計 47,915 18,294

営業外費用   

投資事業組合運用損 5,251 3,232

為替差損 1,845 2,001

賃貸費用 － 2,950

営業外費用合計 7,096 8,184

経常利益又は経常損失（△） △448,552 34,219

特別利益   

関係会社株式売却益 850 －

投資有価証券売却益 7,061 －

貸倒引当金戻入額 4,461 －

賞与引当金戻入額 15,566 －

役員退職慰労長期未払金債務免除益 4,115 －

特別利益合計 32,055 －

特別損失   

固定資産除却損 ※2  1,508 ※2  249

固定資産売却損 ※3  812 －

投資有価証券売却損 89,307 80,423

貸倒引当金繰入額 － 2,724

減損損失 ※4  2,306 －

特別退職金 ※5  22,852 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,659 －

特別損失合計 118,446 83,397

税引前当期純損失（△） △534,943 △49,178

法人税、住民税及び事業税 3,622 3,780

法人税等調整額 1,434 △228

法人税等合計 5,057 3,551

当期純損失（△） △540,000 △52,730
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原価計算の方法 

原価計算の方法は、量産品については総合原価計算を、特注品については個別原価計算を採用しております。なお、

総合原価計算に際しては製品、仕掛品について予定原価を使用しており、期末に原価差額を調整しております。 

（注）※１．経費の内訳は次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

【製造原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    4,776  0.5  6,956  0.7

Ⅱ 労務費    399,829  40.5  358,819  35.9

Ⅲ 経費 ※１  583,182  59.0  634,277  63.4

当期総製造費用    987,788  100.0  1,000,053  100.0

期首仕掛品たな卸高    31,952    12,749   

 合  計    1,019,741    1,012,803   

期末仕掛品たな卸高    12,749    39,346   

他勘定振替高 ※２  288,769    159,479   

当期製品製造原価    718,222    813,977   

項目 
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

外注加工費 千円 420,650 千円 472,527

旅費交通費 千円 16,529 千円 17,296

消耗品費 千円 39,860 千円 59,893

減価償却費 千円 14,374 千円 8,221

製品保証引当金繰入額 千円 5,520 千円 13,278

その他 千円 86,247 千円 63,059

合 計 千円 583,182 千円 634,277

項目 
前事業年度

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

ソフトウェア 千円 13,245 千円 3,344

ソフトウェア仮勘定 千円 △3,237 千円 410

販売促進費 千円 48,859 千円 59,847

研究開発費 千円 133,835 千円 51,484

研修活動費 千円 93,154 千円 42,140

その他 千円 2,912 千円 2,251

合 計 千円 288,769 千円 159,479
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,202,036 1,202,036

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,202,036 1,202,036

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 300,000 81,886

当期変動額   

資本準備金の取崩 △218,113 －

当期変動額合計 △218,113 －

当期末残高 81,886 81,886

その他資本剰余金   

当期首残高 777,567 －

当期変動額   

資本準備金の取崩 218,113 －

欠損填補 △995,680 －

当期変動額合計 △777,567 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

当期首残高 1,077,567 81,886

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

欠損填補 △995,680 －

当期変動額合計 △995,680 －

当期末残高 81,886 81,886

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 509 －

当期変動額   

利益準備金の取崩 △509 －

当期変動額合計 △509 －

当期末残高 － －

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △996,189 △540,000

当期変動額   

利益準備金の取崩 509 －

欠損填補 995,680 －

当期純損失（△） △540,000 △52,730

当期変動額合計 456,189 △52,730

当期末残高 △540,000 △592,731
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 △995,680 △540,000

当期変動額   

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 995,680 －

当期純損失（△） △540,000 △52,730

当期変動額合計 455,680 △52,730

当期末残高 △540,000 △592,731

株主資本合計   

当期首残高 1,283,922 743,921

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △540,000 △52,730

当期変動額合計 △540,000 △52,730

当期末残高 743,921 691,191

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △63,096 1,434

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64,530 △1,984

当期変動額合計 64,530 △1,984

当期末残高 1,434 △550

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △63,096 1,434

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64,530 △1,984

当期変動額合計 64,530 △1,984

当期末残高 1,434 △550

純資産合計   

当期首残高 1,220,826 745,356

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △540,000 △52,730

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64,530 △1,984

当期変動額合計 △475,469 △54,715

当期末残高 745,356 690,641
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △534,943 △49,178

減価償却費 38,070 26,658

減損損失 2,306 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,744 2,198

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,177 12,412

製品保証引当金の増減額（△は減少） 5,520 13,278

退職給付引当金の増減額（△は減少） △772 －

受取利息及び受取配当金 △20,854 △3,239

受取賃貸料 － △4,645

賃貸費用 － 2,950

投資事業組合運用損益（△は益） 5,251 3,232

為替差損益（△は益） 340 33

特別退職金 22,852 －

固定資産除却損 1,508 249

関係会社株式売却損益（△は益） △850 －

投資有価証券売却損益（△は益） 82,245 80,423

有形固定資産売却損益（△は益） 812 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,659 －

売上債権の増減額（△は増加） △12,712 △131,552

破産更生債権等の増減額（△は増加） 8,654 －

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,513 4,208

仕入債務の増減額（△は減少） 4,381 22,403

未収消費税等の増減額（△は増加） △837 4,945

未払消費税等の増減額（△は減少） － 25,793

その他の資産の増減額（△は増加） △59,721 18,002

その他の負債の増減額（△は減少） 64,335 △25,873

小計 △452,187 2,300

利息及び配当金の受取額 18,423 2,659

特別退職金の支払額 － △22,799

法人税等の支払額 △5,487 △1,529

営業活動によるキャッシュ・フロー △439,251 △19,369
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

関係会社株式の売却による収入 4,350 －

有形固定資産の取得による支出 △6,899 △1,996

無形固定資産の取得による支出 △11,369 △5,904

有形固定資産の売却による収入 1,300 30

投資有価証券の売却による収入 452,455 18,600

投資事業組合からの分配金による収入 10,000 66,758

投資有価証券の償還による収入 50,000 －

投資不動産の賃貸による収入 － 4,645

投資不動産の賃貸による支出 － △1,159

長期貸付金の回収による収入 430 －

敷金及び保証金の回収による収入 409 3,537

敷金及び保証金の差入による支出 △162 △103

預り保証金の受入による収入 630 －

その他 － 801

投資活動によるキャッシュ・フロー 501,143 85,209

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △47 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △47 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 △340 △33

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,504 65,806

現金及び現金同等物の期首残高 210,756 272,260

現金及び現金同等物の期末残高 ※  272,260 ※  338,067

2012/06/27 17:41:0811792812_有価証券報告書_20120627174038

- 32 -



【重要な会計方針】

項目 
当事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

(1）商品 

移動平均法による原価法 

  (2）製品・仕掛品・原材料 

主に総平均法による原価法 

なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げており

ます。 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

法人税法に定める定率法 

（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につい
ては定額法） 

  (2）無形固定資産 

法人税法に定める定額法。なお、市場販売目的のソフトウェアについては、

見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、

いずれか大きい額を計上する方法、自社利用のソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、将来支給見込額の当期負担分を計上して

おります。 

  (3）製品保証引当金
製品等の無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見

込額を計上しております。 

  (4）受注損失引当金 

ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確

実に見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積り可能なものについて、将来

の損失発生見込額を計上しております。 

  (5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、将来支給予定額を計上しております。 

なお、平成19年4月1日をもって、退職一時金制度を凍結しております。 

５．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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※１ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度の末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

※２ 損失が見込まれるソフトウェアの請負契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺表示しております。相殺

表示したたな卸資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。 

【追加情報】

当事業年度
 （自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当事業年

度の「貸倒引当金戻入額」は、「営業外収益」に計上しておりますが、前事業年度については遡及処理を行っており

ません。 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

受取手形 千円 － 千円 312

  
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

仕掛品に係るもの 千円 － 千円 10,075
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※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

※４ 減損損失 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

資産のグルーピングについては、事業部を基礎とした管理会計上の区分に基づいております。 

上記の資産については、平成22年10月１日付の組織変更により、事業部制に移行したことに伴い、事業計画を見

直して将来キャッシュ・フローの見積りを行いましたが、資産価額を回復するまでの収益力は認められなかったた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（ 千円）として計上いたしました。 

その内訳は、工具、器具及び備品 千円、ソフトウエア 千円であります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、合理的な測定が困難なことから工具、器具及び

備品は備忘価額１円として、ソフトウエアは零としております。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

※５ 特別退職金 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

特別退職金は、事業構造見直しに伴う退職特別加算金及び再就職支援に係る費用であります。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

※６ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

千円 133,835 千円 51,484

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 建       物 千円 1,118 千円 －

 工具、器具及び備品  389  249

計  1,508  249

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 建       物 千円 723 千円 －

 工具、器具及び備品  88  －

計  812  －

場所 用途 種類 

リブウェア事業部（神奈川県横浜

市港北区、大阪府大阪市浪速区） 
事業用資産 

工具、器具及び備品 

ソフトウエア 

2,306

1,893 413

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

販売費への振替高 千円 101 千円 －
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前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日）及び当事業年度（自 平成23年４月１日  

至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
当事業年度期首株式数 

(千株) 
当事業年度増加株式数 

(千株) 
当事業年度減少株式数 

(千株) 
当事業年度末株式数 

（千株) 

普通株式  6,284  －  －  6,284

合計  6,284  －  －  6,284

株式の種類 
当事業年度期首株式数 

(千株) 

当事業年度増加株式数 

(千株) 

当事業年度減少株式数 

(千株) 

当事業年度末株式数 

（千株) 

普通株式  6,284  －  －  6,284

合計  6,284  －  －  6,284

（キャッシュ・フロー計算書関係）

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  現金及び預金勘定 千円 209,246 千円 274,998

  有価証券勘定  133,005  63,069

  取得日から償還日までの期間 
が３ヶ月を超える有価証券 

 △69,990  －

  現金及び現金同等物  272,260  338,067

（リース取引関係）
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、一時的な余資は主に流動性の高い金融

資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

有価証券及び投資有価証券は、マネー・マネージメント・ファンドとフリー・ファイナンシャル・ファン

ド及び株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握やリスクの低減を図ってお

ります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

等により流動性リスクを管理しております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

前事業年度（平成23年３月31日） 

当事業年度（平成24年３月31日） 

（金融商品関係）

  
貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金  209,246  209,246 －

(2）受取手形  30,901  30,901 －

(3）売掛金  294,956  294,956 －

(4）有価証券  63,014  63,014 －

(5）投資有価証券  108,210  108,210 －

 資産計  706,328  706,328 －

(1）買掛金  64,552  64,552 －

(2）未払金  40,409  40,409 －

 負債計  104,962  104,962 －

  
貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金  274,998  274,998 －

(2）受取手形  20,223  20,223 －

(3）売掛金  437,187  437,187 －

(4) 有価証券  63,069  63,069 －

(5）投資有価証券  7,510  7,510 －

 資産計  802,988  802,988 －

(1）買掛金  86,955  86,955 －

(2）未払金  20,740  20,740 －

 負債計  107,696  107,696 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(4）有価証券、(5）投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取

引金融機関等から提示された価格によっております。また、有価証券に含まれているマネー・

マネージメント・ファンドとフリー・ファイナンシャル・ファンドは短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さ

い。 

負 債 

(1）買掛金、(2）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

上表には含めておりません。 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成23年３月31日） 

当事業年度（平成24年３月31日） 

  （単位：千円）

区分 
前事業年度

（平成23年３月31日） 
当事業年度

（平成24年３月31日） 

投資事業組合出資金  69,990 －

非上場株式  4,800  4,800

  
１年以内
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内
（千円） 

10年超
（千円） 

現金及び預金  209,246  －  － －

受取手形  30,901  －  － －

売掛金  294,956  －  － －

有価証券  63,014  －  － －

投資有価証券         

その他有価証券のうち満期があるもの         

社債 －  100,000  － －

合計  598,118  100,000  － －

  
１年以内
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

現金及び預金  274,998  －  － －

受取手形  20,223  －  － －

売掛金  437,187  －  － －

有価証券  63,069  －  － －

合計  795,478  －  － －
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１．その他有価証券 

前事業年度（平成23年３月31日現在） 

（注）投資事業組合出資金（貸借対照表計上額 69,990千円）、非上場株式（貸借対照表計上額 4,800千円）につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」に

は含めておりません。 

当事業年度（平成24年３月31日現在） 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 4,800千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額 

(千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  100,740  97,734  3,005

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  100,740  97,734  3,005

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  7,470  8,060  △590

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  63,014  63,014  －

小計  70,484  71,074  △590

合計  171,224  168,808  2,415

  種類 
貸借対照表計上額 

(千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式  7,510  8,060  △550

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  63,069  63,069  －

小計  70,579  71,129  △550

合計  70,579  71,129  △550
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２．売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日）及び当事業年度（自 平成23年４月１日  

至 平成24年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

種類 売却額（千円） 
売却益の合計額 

(千円） 

売却損の合計額 

(千円) 

(1) 株式  40  －  314

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  429,215  1,731  88,992

③ その他  －  －  －

(3）その他  23,200  5,330  －

合計  452,455  7,061  89,307

種類 売却額（千円） 
売却益の合計額 

(千円） 

売却損の合計額 

(千円) 

(1) 株式  －  －  －

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  18,600  －  80,423

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計  18,600  －  80,423

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び総合設立方式の厚生年金基金制度を採用しております。

なお、平成19年４月１日をもって、退職一時金制度を凍結しております。 

また、確定拠出型の制度として特定退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度を設けております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

(1）制度全体の積立状況に関する事項 

(2）制度全体に占める当社の給与総額割合 

前事業年度    1.71％（平成23年３月31日現在） 

当事業年度    1.42％（平成24年３月31日現在） 

(3）補足説明 

上記(1）の差引額の主な要因は、繰越不足金（前事業年度 千円、当事業年度 千円）、年金

財政計算上の過去勤務債務残高（前事業年度 千円、当事業年度 千円）であります。なお、本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務については、平成19年４月に退職一時金制度を凍結したため、平成19年３月末時点の自己都合要支給

額を使用しております。 

（退職給付関係）

  前事業年度 当事業年度 

  （平成23年３月31日） （平成24年３月31日） 

年金資産の額 千円 19,316,382 千円 19,792,496

年金財政計算上の給付債務の額  21,716,555  23,108,360

差引額  △2,400,172  △3,315,863

  （平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

2,083,750 2,978,594

344,138 333,002

  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 

当事業年度 

（平成24年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円）  △2,998  △2,998

(2）年金資産（千円）  －  －

(3）退職給付引当金（千円）  △2,998  △2,998

  

前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

(1）厚生年金基金への掛金拠出額（千円）  21,139  16,273
(2）特定退職金共済制度への掛金拠出額（千円）  10,760  8,355
(3）中小企業退職金共済制度への掛金拠出額（千円）  6,750  4,745

計（千円）  38,649  29,373
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前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日）及び当事業年度（自 平成23年４月１日  

至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失のため記載しておりません。 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する

事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から平成24年４月１日に開始する

事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については37.9％に、平成

27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.5％となります。 

この税率変更により、繰延税金負債は 千円減少し、法人税等調整額が 千円減少しております。 

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

  前事業年度 

（平成23年３月31日）
 

当事業年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産     

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円 2,015  千円 2,482

退職給付引当金  1,217   1,064

長期未払金  1,392   1,218

製品保証引当金  16,358   19,017

減価償却費損金算入限度超過額  999   511

固定資産評価損  15,809   13,554

たな卸資産評価損  6,096   9,557

資産除去債務  2,329   1,845

減損損失  936   795

投資有価証券  8,444   280

ゴルフ会員権  9,195   5,910

賞与引当金  15,573   18,023

税務上の繰越欠損金  993,482   673,790

その他有価証券評価差額金  －   195

その他  4,876   5,690

繰延税金資産小計  1,078,729   753,938

評価性引当額  △1,078,729   △753,938

繰延税金資産計  －   －

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する除去費用  △1,434   △1,206

その他有価証券評価差額金  △980   －

繰延税金負債計  △2,415   △1,206

繰延税金資産の純額  △2,415   △1,206

173 173
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前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

当事業年度において、関連会社であった株式会社ロックハンドテクノロジーは、当社が保有する株式をすべ

て売却したため、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度末（平成23年３月31日） 

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

当事業年度末（平成24年３月31日） 

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

当社では、神奈川県及び京都府において、賃貸用の倉庫等（土地を含む。）を有しております。当事業年度におけ

る当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であ

ります。 

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

(注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．期中増減額のうち、当事業年度の増加額は賃貸借契約締結に伴う有形固定資産からの振替であります。 

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行

ったものを含む。）であります。 

（持分法損益等）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

1,694

  （単位：千円）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

貸借対照表計上額   

  期首残高  －  －

  期中増減額  －  69,244

  期末残高  －  69,244

期末時価  －  90,388
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、事業部制を採用し、開発・製造・販売を一体化することで、市場の需要動向に迅速かつ的確に対

応できる体制を構築しております。 

従って、当社は、事業部を基礎としたセグメントから構成されており、「産業コミュニケーション事業

部」及び「リブウェア事業部」の２つを報告セグメントとしております。 

「産業コミュニケーション事業部」は、ボード製品、及びシステム開発の事業を中心としております。

「リブウェア事業部」は、ミドルウェアライブラリ、Ｃ言語ベースLSIライブラリ、及び関連する開発の事

業を中心としております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり

ます。 

報告セグメントの利益または損失は、営業利益または営業損失ベースの数値であります。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成22年４月１日  至 平成23年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益または損失（△）の調整額 千円は、報告セグメントに配分していな

い販売費及び一般管理費であります。 

２ セグメント資産またはその他の項目の調整額は、報告セグメントに帰属しない本社の資産また

は費用であります。 

３ セグメント利益または損失（△）は、財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント
調整額 

（注）１,２ 

財務諸表
計上額 

（注）３ 
産業コミュニ
ケーション 
事業部 

リブウェア
事業部 

計

売上高           

外部顧客への売上高  643,562  381,479  1,025,041  － 1,025,041

セグメント間の内部売上高

または振替高 
 －  －  －  － －

計  643,562  381,479  1,025,041  － 1,025,041

セグメント利益または損失

(△) 
 △72,828  △83,666  △156,494  △332,876 △489,371

セグメント資産   288,900  170,578  459,478  607,075 1,066,554

その他の項目  

減価償却費  13,163  9,508  22,672  15,397 38,070

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 12,146  4,313  16,460  8,199 24,659

△332,876
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当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額 千円は、報告セグメントに配分していない販売費及び一般

管理費であります。 

２ セグメント資産またはその他の項目の調整額は、報告セグメントに帰属しない本社の資産また

は費用であります。 

３ セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 

（注）１,２ 

財務諸表
計上額 

（注）３ 
産業コミュニ
ケーション 
事業部 

リブウェア
事業部 

計

売上高           

外部顧客への売上高  767,739  730,928  1,498,667  － 1,498,667

セグメント間の内部売上高

または振替高 
 －  －  －  － －

計  767,739  730,928  1,498,667  － 1,498,667

セグメント利益  117,090  165,881  282,971  △258,862 24,109

セグメント資産   336,960  218,628  555,588  481,560 1,037,148

その他の項目  

減価償却費  8,582  7,247  15,830  10,827 26,658

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 645  4,091  4,737  4,714 9,451

△258,862

【関連情報】

  
ハードウェア

製品 
ソフトウェア

製品 
開発サービス その他 合計

外部顧客への売上高  164,655  277,615  567,307  15,463  1,025,041

顧客の氏名または名称 売上高 関連するセグメント名

日本電気株式会社  147,145 産業コミュニケーション事業部

ソニー株式会社  106,225
産業コミュニケーション事業部

リブウェア事業部 
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当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 （単位：千円） 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）及び当事業年度（自  平成23年４月１日  

至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）及び当事業年度（自  平成23年４月１日  

至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
ハードウェア

製品 
ソフトウェア

製品 
開発サービス その他 合計

外部顧客への売上高  245,647  331,110  836,347  85,561  1,498,667

顧客の氏名または名称 売上高 関連するセグメント名

ソニー株式会社  284,769
産業コミュニケーション事業部

リブウェア事業部 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  
産業コミュニケー
ション事業部 

リブウェア
事業部 

全社 合計 

減損損失 －  2,306  －  2,306

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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前事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

２．親会社または重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

株式会社図研（東京証券取引所に上場） 

当事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

２．親会社または重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

株式会社図研（東京証券取引所に上場） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当事業年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

【関連当事者情報】

（１株当たり情報）

  
  
  

前事業年度
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 118.59 円 109.89

１株当たり当期純損失金額 円 85.92 円 8.39

  
 前事業年度末

（平成23年３月31日） 
  当事業年度末

（平成24年３月31日） 

純資産の部の合計額                        (千円)  745,356  690,641

純資産の部の合計額から控除する金額         (千円)  －  －

普通株式に係る期末の純資産額             （千円)  745,356  690,641

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の

数 (千株) 
 6,284  6,284

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当期純損失                      （千円）  540,000  52,730

普通株主に帰属しない金額                （千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失           (千円)  540,000  52,730

期中平均株式数                            （千株)  6,284  6,284

（重要な後発事象）
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【株式】 

【その他】 

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

     銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額

（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

日本電信電話（株）  2,000  7,510

（株）エアフォルク  70  3,500

PCIホールディングス（株）  26  1,300

（株）富士テクノサービス  10  0

計  2,106  12,310

     種類及び銘柄 投資口数等（千口） 
貸借対照表計上額

（千円） 

有価証券 
その他 

有価証券 

大和証券投資信託委託（株） 

（マネー・マネージメント・ファンド） 
 60,142  60,142

野村アセットマネジメント（株） 

（マネー・マネージメント・ファンド） 
 2,446  2,446

野村アセットマネジメント（株） 

（フリー・ファイナンシャル・ファンド） 
 480  480

計  63,069  63,069
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（注）1.建物の増加は、主に建物附属設備の取得による増加であります。 

2.建物の減少は、主に賃貸借契約締結に伴う投資不動産への振替（建物62,752千円、建物附属設備7,688千円）で

あります。 

3.構築物の減少は、賃貸借契約締結に伴う投資不動産への振替（1,367千円）であります。 

4.工具、器具及び備品の減少は、主に工具、器具及び備品の廃棄（18,294千円）による減少、賃貸借契約締結に

伴う投資不動産への振替（213千円）であります。 

5.土地の減少は、賃貸借契約締結に伴う投資不動産への振替（38,906千円）であります。 

6.ソフトウエアの増加は、主に製品マスターの増加であります。 

7.ソフトウエアの減少は、主に製品マスターの償却終了による減少であります。 

8.投資不動産の増加は、賃貸借契約締結に伴う振替（建物62,752千円、建物附属設備7,688千円、構築物1,367千

円、工具、器具及び備品213千円、土地38,906千円）であります。 

9.長期前払費用の減少は、前払費用への振替であります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
当期首残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高(千円) 

有形固定資産               

建物  93,139 2,173 71,864 23,447  12,141  3,310 11,306

構築物  1,367 － 1,367 －  －  － －

工具、器具及び備品  144,433 1,126 18,508 127,051  119,566  8,692 7,485

土地  38,906 － 38,906 －  －  － －

有形固定資産計  277,846 3,299 130,646 150,499  131,707  12,003 18,792

無形固定資産               

商標権  － 576 － 576  61  61 515

ソフトウエア  72,815 5,163 23,932 54,047  27,563  14,593 26,484

電話加入権  5,164 － － 5,164  －  － 5,164

ソフトウエア仮勘定  － 3,755 3,344 410  －  － 410

無形固定資産計  77,980 9,496 27,277 60,199  27,625  14,654 32,574

投資不動産  － 110,928 － 110,928  41,683  1,790 69,244

長期前払費用  29,995 － 29,510 485  －  － 485
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。 

【社債明細表】

【借入金等明細表】

【引当金明細表】

区分 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

貸倒引当金  4,965  3,238  －  1,040  7,163

賞与引当金  38,359  50,771  38,359  －  50,771

製品保証引当金  40,291  53,569  40,291  －  53,569

【資産除去債務明細表】
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① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

（注）期日別の平成24年４月には、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、312千円の期末日満期手形が含

まれております。 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（千円） 

現金  －

預金   

当座預金  12,995

普通預金  258,445

納税準備預金  118

別段預金  3,438

小計  274,998

合計  274,998

相手先 金額（千円） 

日本信号（株）  10,510

（株）ＪＶＣケンウッド  4,284

（株）京三製作所  1,327

サンワテクノス（株）  1,178

（株）高木商会  854

その他  2,069

合計  20,223

期日別 金額（千円） 

平成24年４月  6,711

５月  7,644

６月  3,590

７月  2,277

８月  －

９月  －

10月以降  －

合計  20,223
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ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）１．当期発生高には、消費税等が含まれております。 

二．製品 

ホ．仕掛品 

ヘ．原材料 

相手先 金額（千円） 

シャープマニファクチャリングシステム（株）  53,466

（株）情報システム総合研究所  51,334

日本信号（株）  45,239

ソニー（株）  34,990

（株）日立製作所  31,421

その他  220,735

合計  437,187

当期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

 294,956  1,556,379  1,414,149  437,187  76.4  86

品目 金額（千円） 

ｉＮＨＥＲＩＴＯＲ関連  2,138

ＩＳＤＮ Ｂｏａｒｄ関連  2,111

Ｚ－ＳＹＳ関連  1,206

ＣＯＭ Ｂｏａｒｄ関連  682

ＩＰ－Ｃｉｐｈｅｒ関連  633

ＳｏｆｔＣｏｍ関連  256

その他  2,784

合計  9,812

品目 金額（千円） 

開発サービス  31,149

ハードウェア製品  8,196

合計  39,346

品目 金額（千円） 

ｉＮＨＥＲＩＴＯＲ関連  1,525

ＣＯＭ Ｂｏａｒｄ関連  82

その他  2

合計  1,610
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ト．前払費用 

② 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．前受収益 

当事業年度における四半期情報等 

品名 金額（千円） 

年間サポート費用等  38,405

その他  13,528

合計  51,934

相手先 金額（千円） 

Progate Group Corporation  14,634

オムロン（株）  12,493

（株）タンバック  8,358

東芝情報システム（株）  7,220

（株）ワイイーエス  5,140

その他  39,108

合計  86,955

相手先 金額（千円） 

富士通マイクロデバイス（株）  41,944

（株）シミズシンテック  4,882

ＴＯＡ（株）  2,520

（株）サムスン横浜研究所  2,088

三菱重工業（株）  1,636

その他  9,231

合計  62,303

（３）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円）  254,252  666,954  931,007  1,498,667

税引前四半期（当期）純損失

金額（千円） 
 36,170  21,323  79,160  49,178

四半期（当期）純損失金額

（千円） 
 36,965  23,227  81,798  52,730

１株当たり四半期（当期）純

損失金額（円） 
 5.88  3.70  13.01  8.39

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

または１株当たり四半期純損

失金額（△）（円） 

 △5.88  2.19  △9.32  4.62
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（注）１．「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年６月９日 法律第88号）の施行に伴い、単元未満株式の買取りを含む株式の取扱いは、原則として、証券

会社等の口座管理機関を経由して行うこととなっています。ただし、特別口座に記録されている株式について

は、特別口座の口座管理機関である住友信託銀行株式会社が直接取扱います。 

２．平成23年６月25日付で、株主名簿管理人を住友信託銀行株式会社から三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に変更いた

しました。 

変更後の株主名簿管理人は次のとおりであります。 

なお、株主名簿管理人に変更がありましたが、平成23年６月24日以前に開設された特別口座は、平成23年６月

25日以降も引き続き住友信託銀行株式会社にて管理されております。 

３．特別口座の口座管理機関である住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日付をもって、中央三井信託銀行株

式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社、及び住友信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀

行株式会社」に変更し、次のとおり商号・住所等が変更となっております。 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

  （特別口座） 

取扱場所 
東京都中央区八重洲二丁目３番１号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  （特別口座） 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 ――― 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告を

することができないときには、日本経済新聞に掲載する。 

http:// www.elwsc.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取扱場所 （特別口座）   

  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 （特別口座）   

  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 
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当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第34期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）平成23年６月24日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書 

平成23年10月18日関東財務局長に提出 

事業年度（第33期）（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

事業年度（第34期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

平成23年10月19日関東財務局長に提出 

事業年度（第33期）（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書の確認

書であります。 

事業年度（第34期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書の確認

書であります。 

(3）内部統制報告書及びその添付書類 

平成23年６月24日関東財務局長に提出 

(4）四半期報告書及び確認書 

（第35期第１四半期）（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）平成23年８月10日関東財務局長に提出 

（第35期第２四半期）（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出 

（第35期第３四半期）（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）平成24年２月10日関東財務局長に提出 

(5）臨時報告書 

平成23年６月27日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている図研エルミック株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第３５期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正または誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正または誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、図研エル

ミック株式会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

    平成２４年６月２６日

図研エルミック株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  

  

指定有限責任社員

業務執行社員 
公認会計士 安 田 弘 幸 印

  

  

指定有限責任社員

業務執行社員  
公認会計士 池 内 基 明 印

  

  

指定有限責任社員

業務執行社員 
公認会計士 櫛 田 達 也 印
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、図研エルミック株式会社の

平成２４年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、図研エルミック株式会社が平成２４年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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